【参考：各税目毎の特例の内容】
	
	登録免許税
	印紙税
	不動産取得税

	特例の内容

	・代替農用地を取得した場合、登録免許税を課さない（被災農用地等の面積の1.5倍を超えない部分）

	・被災農用地等を譲渡した場合、代替農用地を取得した場合及び代替農用地に係るに地上権又は土地の賃借権を設定又は取得した場合に作成する契約書には印紙税を課さない。
	・代替農用地を取得した場合、「価格×被災農用地等面積／代替農用地面積」を価格から控除する（「被災農用地等面積／代替農用地面積」が１を超える場合は１）

	特例の対象者

	・被災農用地等の所有者
・被災農用地等の所有者の相続人（被災農用地等の所有者が法人である場合は被災農用地等に係る事業に関して有する権利義務を承継した法人）
・被災農用地等の所有者の農地法第２条第２項に規定する世帯員等に該当する者（当該証明を受けた個人の３親等内の親族に限る）
	・被災農用地等の所有者
・被災農用地等に地上権若しくは賃借権を有する者
・被災農用地等の所有者又は被災農用地等に地上権若しくは賃借権を有する者の相続人（被災農用地等の所有者等が法人である場合は被災農用地に係る事業に関して有する権利義務を承継した法人）

	・被災農用地等の所有者
・被災農用地等の所有者の相続人（被災農用地等の所有者が法人である場合は被災農用地に係る事業に関して有する権利義務を承継した法人）
・被災農用地等の所有者の３親等内の親族


	対象区域内農用地の範囲

	・警戒区域の農用地
・避難指示区域の農用地
・計画的避難区域の農用地
	・警戒区域の農用地
・避難指示区域の農用地
・計画的避難区域の農用地
	・警戒区域の農用地


	その他

	・H33.3.31まで（対象区域内農用地の代替農用地の場合は取得後１年以内）に行う所有権移転登記に限る
・対象区域内農用地の代替農用地の取得は対象区域等の解除がされた日から３月以内のみ対象

	・H23.3.11～H33.3.31までの間（対象区域内農用地に係る契約書の場合は警戒区域設定指示等が行われた日～警戒区域設定指示等が解除がされた日以後３月とH33.3.31のいずれか早い日）に作成された契約書に限る
・被災農用地等の所有者等とそれ以外の者が共同で契約書を作成した場合には被災農用地等の所有者等が契約書を保存する場合のみ対象
	・H33.3.31までに行う取得に限る
・対象区域内農用地の代替農用地の取得は対象区域等の解除がされた日から３月以内のみ対象



